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第14章  交通安全施設 

 

第 1 節 設計一般（標準）  

 

この設計便覧は国土交通省近畿地方整備局管内の交通安全施設の設計に適用する。 

 交通安全施設の設計は、表 14-1-1 の示方書等によるほか、この設計便覧によるものとする。な

お、示方書および通達が全てに優先するので示方書の改訂、新しい通達等により内容が便覧と異

なる場合は、便覧の内容を読み変えること。また、内容の解釈での疑問点はその都度担当課と協

議すること。 

表 14-1-1 示方書等の名称 

示 方 書・指 針 等 発 刊 年 月 発 刊 者 

道 路 標 識 設 置 基 準 ・ 同 解 説 昭和62年1月 日 本 道 路 協 会 

改 訂 路 面 標 示 設 置 の 手 引 （ 第 4 版 ） 平成16年7月 交通工学研究会 

改訂平面交差の計画と設計－基礎編－第 3 版 平成19年7月 〃 

平 面 交 差 の 計 画 と 設 計 － 応 用 編 － 2 0 0 7 平成19年10月 〃 

道 路 構 造 令 の 解 説 と 運 用 平成16年2月 日 本 道 路 協 会 

防 護 柵 の 設 置 基 準 ・ 同 解 説 平成20年1月 〃 

車 両 用 防 護 柵 標 準 仕 様 ・ 同 解 説 平成16年3月 〃 

土 木 工 事 標 準 設 計 図 集 平成17年2月 近畿地方整備局 

 

第 2 節 道路標識（標準）  

 

設置場所 

(1)電柱・街路樹・沿道の樹木・沿道広告物・電話ボックス・ポスト等により見にくくなる恐れのない場

所を選ぶ。 

(2)交差点の付近は道路標識が集中する傾向があるが、必ずしも交差点付近に設置する必要のないものに

ついては、できるだけ交差点付近を避けるものとする。 

(3)横断歩道橋を利用することを考慮する。 

(4)既に設置されている道路標識等との整合を図るとともに、既存標識の点検・見直しを行い、安全かつ

円滑な道路交通の確保、周辺景観との調和を図る。 

(5)以下に挙げる場所の何れかに該当する場所には、その旨の案内標識を設置する。また、これら以外の

場所についても、歩行者等の行動特性等を考慮して、案内標識を必要に応じて設けるものとする。鉄

道駅やバスターミナル等公共交通ターミナルの周辺、中心市街地等多くの歩行者が見込まれる地区に

おいては、相互に他の施設の案内について、公共交通事業者や地方自治体と連携を図り、連続した案

内経路に努める。 

① 「エレベーター」、「エスカレーター」及び「傾斜路」の設置場所 

② 「乗合自動車停留所」の設置場所 

③ 「路面電車停留所」の設置場所 

④「便所」の設置場所 

 

第 3 節 路面標示（参考）  

 

道路標識、区画線および道路標示に関する命令によるが、「改訂路面標示設置の手引」を参考に

する。 
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1．区画線の幅・間隔 

区画線の幅・間隔は「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」（標識令）による。 

 

2．区画線の設置位置の原則  

区画線の設置位置の原則を図 14-3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14-3-1 区画線の設置位置の原則 

車道外側線は車線の外側に設置するのを原則とするが、以下のように路肩に設置できない場合は車線の

内側に設置するものとする。 

・路肩が舗装されていない場合。 

・路肩に街渠工や水路等が設置される場合。 

 

第 4 節 交差点処理（参考）  

 

1．基本方針  

「平面交差の計画と設計」を参考に計画を行うこと。 

 

2．横断歩道の位置  

2－1 横断歩道の後退（a～c） 

取付部の歩道との位置関係では、左折する車両が横断歩行者を視認しやすくし、視認した後

の停止距離を考慮して、以下に挙げるように、取付部の歩車道境界の延長線上からある程度下

げて横断歩道を設置する。 

(1)幹線道路に取付く細街路の入口や沿道出入口に設置される横断歩道は、最低 1m 程度さげる。 

(2)左折車と横断歩行者との交錯が起こり易い幹線道路相互の平面交差では、歩行者横断待ちの

左折車の滞留による後続の直進車等の進行の阻害を軽減するため、道路構造令における設計

車両（小型車両）の長さ 4.7m を考慮し、横断歩道を取付部の歩道縁石延長線上から 3～4m 程

度（図 14-4-1 の a）後退させることが望ましい。また、中央分離帯がある道路では、右折車

の走行に支障がないよう、分離帯先端から 1～2m 程度（図 14-4-1 の c）後退させることが望

ましい。 

CL

車線 路肩 車線 路肩

車道外側線 車道中央線（１重線） 

路肩 車線 車線 車線 車線

車道外側線 車道外側線車線境界線

側帯

CL

路肩 路肩登坂車線 車線 車線

車道外側線 車道中央線

出典：[2-1] 
改訂平面交差の計画
と設計基礎編第 3 版
(H19.7) P160  

一部加筆 
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2－2 歩道巻き込み部（e） 

 歩道等の巻き込み部は、隣接する横断歩道間で生じやすい信号等を無視しての歩行者の渡り

を防止するために、防護柵もしくは植裁を設ける部分を確保するものとする。特に、自転車横

断帯を設置する場合は、自転車を左折車の巻き込み事故等から守るために、縁石等による分離

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14-4-1 横断歩道の設置位置 

 

3．横断歩道の幅  

横断歩道の幅は、横断歩行者数と、歩行者の横断に割当てられる現示時間等に関係し、当該平面交差の

実情に応じて、設定すべきであるが、個々の平面交差ごとに、交通量に応じて幅員を変化させることは好

ましいことではなく、通常では原則として 4m 以上、やむを得ず縮小する場合であっても 3m を限度とする

が、特に必要があるときには 2m を最小とし，1m 単位で増減させる。 

 

4．停止線の位置  

停止線は、車両のいかなる部分でもその線を越えて停止してはならないことを示す標示であり、信号交

差点の流入部、横断歩道の手前および一時停止交差点の非優先道路の流入部には必ず設置する。 

 設置位置が不適当であると、単に遵守率が悪くなるばかりでなく、交通事故発生の要因となるので、設

計に当っては交通運用を十分検討したうえで停止線の位置を決定すべきである。 

停止線の位置における一般的留意点は以下のとおりである。 

①  停止線は、原則として車道中心線に直角に設置する。 

②  横断歩道がある場合は、その手前 2m の位置を標準とする。 

③  交差道路側の走行車両を十分な見通し距離をもって視認できる位置に設置する。 

④ 交差道路側の右左折車の走行に支障を与えない位置に設置する。 

⑤  二輪車用二段停止線の設置は府県警と協議を行うこと。 

⑥ 自転車横断帯の設置は府県警と協議を行うこと。 

出典：[3.] 
改訂平面交差の計画
と設計基礎編第 3 版
(H19.7) P160  

一部加筆 

 

出典：[4.] 
改訂平面交差の計画
と設計基礎編第 3 版
(H19.7) P164  
一部加筆 

 

出典：[2-2] 
改訂平面交差の計画
と設計基礎編第 3 版
(H19.7) P161  

一部加筆 
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本線ｼﾌﾄ長 ﾃｰﾊﾟ長 滞留車線長 

 

5．付加車線  

付加車線の設計は、「道路構造令の解説と運用」によるものとする。新設交差点の例を図 14-4-2、既

設道路の改良で用地幅の制約がある場合の例を図 14-4-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14-4-2 新設道路に付加車線を設置する場合の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14-4-3 既設道路に付加車線を設置する場合の例 

 

出典：[5.] 
改訂平面交差の計画
と設計基礎編第 3 版
(H19.7) P146  
一部加筆 
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第 5 節 防護柵設置（標準）  

 

1．防護柵の設計に用いる示方書等 

 防護柵の設置は、「防護柵の設置基準・同解説」（平成 20 年 11 月 日本道路協会）および「車

両用防護柵標準仕様・同解説」（平成 16 年 3 月 日本道路協会）によるほか、この設計便覧によ

るものとする。 

 

2．車両用防護柵  

2－1 設置場所 

それぞれの車両用防護柵を設置する場所については、「防護柵の設置基準・同解説」によるも

のとする。 

 

2－2 種別の適用条件 

 車両用防護柵の種別及びその適用条件は表 14-5-1 による。 

表 14-5-1 車両用防護柵の適用条件 

適 用 す る 場 所 

道 路 区 分 
設計速度

km/h 
一 般 区 間

（ランク 1）

重大な被害が発生するおそれ

のある区間（ランク 2） 

新幹線などと交差ま

たは近接する 

区間（ランク 3） 

80 以上 SB，SBm SS 高速自動車国道 

自動車専用道路 60 以下
A，Am 

SC，SCm SA 

60 以上 B，Bm，Bp A ，Am，Ap 
その他の道路 

50 以下 C，Cm，Cp B，Bm，Bp※ 
SB，SBp 

符号なし:路側用    符号 m:分離帯用    符号 p:歩車道境界用 

注 1）重大な被害が発生するおそれのある区間とは、大都市近郊鉄道・地方幹線鉄道との交

差近接区間、高速自動車国道・自動車専用道路などとの交差近接区間、分離帯に防護

柵を設置する区間で走行速度が特に高くかつ交通量が多い区間、その他重大な二次被

害の発生するおそれのある区間、または、乗員の人的被害の防止上、路外の危険度が

極めて高い区間をいう。 

注 2）※における設計速度 40km/h 以下の道路では、C，Cm，Cp を使用することができるもの

とする。 

注 3）その他道路で設計速度が 80km/h 以上の場合（第 3 種第 1 級）において、部分出入り制

限のある道路については、高速自動車国道および自動車専用道路における種別を適用

するものとする。 

 

2－3 設置における留意事項 

(1)支柱基礎は「車両用防護柵標準仕様・同解説」を標準とする。ただし、構造物に設置する場

合は以下とする。 

   既設構造物‥‥‥‥削孔方式 

   新設構造物‥‥‥‥箱抜方式 

 

出典：[2-2] 
防護柵の設置基準･同
解説(H20.1) P34～37
一部加筆 
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(2)設置位置の考え方 

① 歩道がない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② マウントアップ歩道の場合（中央分離帯区間も同様） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ フラット、セミフラット歩道の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※所用の性能を満たすためにやむを得ず 100cm を超える高さとする場合は、車両衝突

時における乗員頭部の安全性を確保できる構造としなければならない。 

（「防護柵の設置基準・同解説」第 2 章 車両用防護柵 3．構造および材料 を参

照のこと。） 

 

図 14-5-1 設置位置の考え方（車両用防護柵） 
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(3)たわみ性防護柵の種類及び形式の選定 

たわみ性防護柵の選定に当たっては、「車両用防護柵標準仕様・同解説」の標準型を基本

とする。なお、標準型以外については、下記のような仕様にすること。 

<仕様記号> 

(例)Gr－C －2B2  －3 →ガードレール－C 種、路側用（積雪ランク 1） 

                －支柱間隔 2m、構造物用、一山型ビーム－190mm 埋込 

○－ ○○－○○○－○     

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積雪ランク 5 年再現最大積雪深 

1 1m 以下（無対策） 

2 1m を超え 2m 以下 

3 2m を超え 3m 以下 

4 3m を超え 4m 以下 

5 4m を超え 5m 以下 

 

 

 

 

 

 

●積雪ランク※ 

無：ランク 1 まで対応

2～5 

●その他識別記号 

なし：構造物用 400mm 埋込 

2：構造物用 250mm 埋込 

3：構造物用 190mm 埋込 

4：Ｇr 笠木付構造物用 250mm 埋込 

5：Ｇr 笠木付構造物用 190mm 埋込 

●構造識別記号 

なし：下記以外 

Ｇr 路側用の場合 

2：一山型ビーム 

Ｇp の場合 

2：楕円パイプ型 

3：新車両用防護柵 2 段型 

4：新車両用防護柵 3 段型 

●埋込区分 

Ｅ：土中用 

Ｂ：構造物用 

●支柱間隔 

●種 別 

SS～C 

・添字 

無：路側用 

ｍ：中央分離帯用 

ｐ：歩車道境界用 

●形 式 

Ｇr：ガードレール 

Ｇc：ガードケーブル 

Ｇp：ガードパイプ 

Ｇb：ボックスビーム 

※耐雪型車両用防護柵の積雪ランク区分は次

のとおり。 
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3．歩行者自転車用柵 

3－1 設置場所 

 下記のいずれかに該当する区間または箇所においては、道路および交通の状況を踏まえ、必

要に応じ歩行者自転車用柵を設置するものとする。 

(1) 歩行者の転落防止を目的として路側または歩車道境界に歩行者自転車用柵を設置する区間。 

【種別 P および SP】 

①歩道等、自転車専用道路、自転車歩行者専用道路および歩行者専用道路の路外が危険な

区間などで、歩行者等の転落を防止するため必要と認められる区間。 

②張出し歩道および組立歩道の区間 

③路面までの垂直高さが下記に示す値以上の擁壁、水路等のある区間、または在来地盤か

ら歩道面までが盛土法面となる区間で、垂直高さ 1.5m 以上の区間。 

 

 

 

 

 

水田、畑、荒地等           水路、側溝等 

 

 

 

  

 

 

 

図 14-5-2 歩行者自転車用柵の設置箇所 

 

なお、障害者や高齢者等の通行が予想される場合は、図 14-5-2 の値以下であっても設置

について検討するのがよい。 

④坂路部で急カーブが連続する区間等の状況により自転車のスピードがつきやすくなる等

必要と認められる区間。 

 

(2)歩行者等の横断防止などを目的として歩車道境界に歩行者自転車用柵を設置する区間。 

 【種別 P】 

①歩行者等の道路の横断が禁止されている区間で必要と認められる区間。 

②歩行者等の横断歩道以外の場所での横断防止が特に必要と認められる区間。 

③都市内の道路などにおいて、走行速度が低く、単に歩道等と車道とを区別することのみ

により歩行者等の安全を確保することが期待できる区間のうち、特に必要と認められる

区間。 

④小学校、幼稚園等の付近や通学、通園路等で児童、幼児の飛び出しやみだりな横断によ

り交通事故の発生するおそれのある区間。 

 

 

 

H≧1.5ｍ 

出典：[①] 
防護柵の設置基準・同
解説(H20.1) P58～37

 

出典：[①～③] 
防護柵の設置基準・同
解説(H20.1) P58 
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3－2 種別の適用条件 

歩行者自転車用柵の種別及びその適用条件は表 14-5-2 による。 

 

表 14-5-2 歩行者自転車用柵の適用条件 

種 別 設置目的 設置高(cm) 適 用 す る 場 所 

転落防止 110 
P 

横断防止 80 
下記以外の区間 

SP 転落防止 110 
歩行者の滞留が予想される区間 

および橋梁、高架の区間 

注 1）設置高とは、歩道等の路面から柵の上端までの高さをいう。 

注 2）横断防止用柵の設置高は、歩行者が容易に乗り越えられるものであってはなら

ない。しかし、必要以上に高いと威圧感を与え、また止むを得ない理由で柵を

乗り越えることもあり、これらを考慮して 80cm を標準とする。 

注 3）転落防止用柵の設置高は、歩行者および自転車が柵より少々身を乗り出しても

重心は柵の内側に残り、転落を防止できる高さとして 110cm を標準とする。 

 

3－3 設置における留意事項 

(1)歩行者自転車用柵は、人および自転車交通量が多い区間に設置され、常に人と身近に接する

ものであるため、その地域の特性、街並みに合った形状を用いることが望ましく、単に機能

本位で形状を統一することは好ましくない。しかし、同じ地域内（それも狭い範囲）であま

り多種多様な形状を設けてもかえって美観を損なう結果ともなりかねないので設置にあたっ

ては十分検討しなければならない。 

(2)横断防止用柵は、車両の出入口や歩行者、自転車の道路横断のため、柵を切断しなければな

らない場合があるが、柵の性能上できるだけ連続することが望ましい。ただし、車両出入口

等で切断する場合には、車両の積荷等により端部が破損されている実例があるため、開口幅

を考慮すること。 

(3)支柱の基礎形式および埋込み深さは、「防護柵の設置基準・同解説」によるものとする。た

だし、構造物に設置する場合は以下とする。 

既設構造物‥‥‥‥φ80 程度の削孔方式 

新設構造物‥‥‥‥箱抜方式 

(4)設置位置の考え方 

① マウントアップ歩道の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[3-2] 
防護柵の設置基準・同
解説(H20.1) P62 
一部加筆 
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② フラット、セミフラット歩道の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14-5-3 設置位置の考え方（歩行者自転車用柵） 
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4．橋梁、高架に設置する場合 

4－1 橋梁、高架における設置の考え方 

 橋梁、高架に設置する車両用防護柵および歩行者自転車用柵の選定にあたっての考え方は、

「防護柵の設置基準・同解説」によるものとする。 

 同基準による標準的な選定フローチャートを図 14-5-4 に示す。 

 なお、種別の選定にあたっては、大型車の混入率の高い区間、橋梁下が高い等のため危険度

が大きい区間、車両の橋梁外逸脱が当該車両の被害にとどまらず二次的事故を引き起こすおそ

れがある区間等では、より上級の種別の防護柵を設置することが望ましい。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タイプ 車道部に接する地覆 歩道等に接する地覆 歩車道境界 

タイプ① 車両用防護柵   

タイプ② 
車両用防護柵 

（歩行者自転車用柵） 
  

タイプ③  歩行者自転車用柵 なし 

タイプ④  歩行者自転車用柵 車両用防護柵 

タイプ⑤  
車両用防護柵 

(歩行者自転車用柵兼用)
なし 

図 14-5-4 橋梁に設置する防護柵の選定フローチャート 

 

出典：[4-1] 
防護柵の設置基準・同
解説(H20.1) P65～70
一部加筆 

 

kk222022
長方形
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注 1）図 14-5-4 の「転落車両による第三者への二次的被害が発生するおそれがある」とは、

次のような場合をいう。 

a）道路が鉄道等または他の道路と接近もしくは立体交差していて、路外に逸脱した車

両が鉄道等または他の道路に進入し、二次的事故を起こすおそれのある区間にある

場合。 

b）その他車両の転落による二次的事故のおそれが想定される場合。 

注 2）図 14-5-4 の「線形が視認されにくい曲線部等、車両の路外逸脱が生じやすい」とは、

次のような場合をいう。 

a）曲線半径が小さい区間にある橋梁で、防護柵の設置によりその効果があると認めら

れる場合。 

b）下り急勾配区間の橋梁で、防護柵の設置によりその効果があると認められる場合。 

c）車道幅員が急激に狭くなっている道路にある橋梁で、防護柵の設置によりその効果

があると認められる場合。 

d）変形交差のある橋梁のうち、防護柵の設置によりその効果があると認められる場合。 

e）トンネル等の前後の橋梁で、特に必要と認められる場合。 

f）橋梁そのものは直橋であるが前後の取り付け部が曲線である場合で、特に必要と認

められる場合。 

g）橋梁上で事故が多発している橋梁または多発するおそれのある橋梁で、防護柵の設

置によりその効果があると認められる場合。 

h）気象状況によって、特に必要と認められる場合。 

注 3）図 14-5-4 の「既設橋などで歩道等の幅員が狭い」とは、歩車道境界に車両用防護柵

を設置すると、歩行者等の通行を妨げるおそれのある場合をいう。 

 

4－2 設計荷重 

 橋梁本体の設計に用いる防護柵等（剛性防護柵を除く）の死荷重は 0.6KN／m とする。 

 また、橋梁本体の設計に用いる防護柵等の設計推力は、道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編 5.1

によるものとする。 

 

4－3 防護柵の基礎構造 

 橋梁に設置する防護柵の基礎構造は、「車両用防護柵標準仕様・同解説」によるものとする。

なお、支柱の埋込み深さは 250mm を標準とする。 

 

第 6 節 取付道路（標準） 

 小規模道及び農道の取付 

取付道路幅員 5.5m 未満の場合は、図 14-6-1 の構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14-6-1 小規模道及び農道の取付 
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